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名護市交通政策支援業務委託 

仕様書 

 

第１章  総 則 

 

（適用範囲） 

第１条 本仕様書は、発注者である名護市（以下「甲」という。）が請負業者（以

下「乙」という。）に発注する「名護市交通政策支援業務委託」に適用する。 

 

（業務名） 

第２条 名護市交通政策支援業務委託 

 

（業務場所） 

第３条 本業務の業務場所は、名護市地内とする。 

 

（履行期間） 

第４条 本業務の履行期間は、契約締結日～令和５年３月 31 日（金）とする。 

 

（業務の目的） 

第５条 公共交通は、高齢者をはじめとする自家用車等の移動手段を持たない

住民にとって、日常生活を送るうえで重要な役割を担っている。一方で、公

共交通の利用者は、自家用車の普及、少子高齢化、人口減少等社会情勢の変

化に伴い、年々減少傾向にあり、公共交通の維持が非常に困難な状況にある。

こうした中、本市において望ましい地域公共交通の将来像を明らかにするた

め、令和３年度に「名護市地域公共交通計画」を策定した。本計画では、基

本目標を達成するため、様々な施策を示していることから、各施策の展開及

び見直しについて支援を行うものとする。また、名護市街地周辺及び二見以

北地域を対象エリアとし、地域住民や来訪者等の公共交通による移動利便性

を確保するため、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図りながら、本格

運行を見据えた運賃有料のコミュニティバス実証実験（以下「実証実験」と

いう。）を実施する。なお、実証実験では、利用実績だけでなく地域住民等

のニーズの把握も行い、本格運行時の運行計画へ反映させるものとする。 

 

（法令等の遵守） 

第６条 本業務は、当該仕様書に定めるもののほか、次の各号に掲げる関係法

令等に即して業務を遂行しなければならない。 

（１）契約書 

（２）名護市地域公共交通計画（令和３年度策定）※名護市 HP 掲載 
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（３）名護湾沿岸（名護漁港周辺エリア）実施計画（令和３年度策定） 

※名護市 HP 掲載 

（４）名護市条例 

（５）その他関係法令 等 

 

（書類の提出） 

第７条 本業務の履行にあたっては、乙は次の各号に掲げる書類を遅滞なく提

出しなければならない。 

（１）着手時 ：着手届、工程表、業務計画書 

（２）完了時 ：完了報告書、納品書、業務成果引渡書、成果品 

 

（協議及び協議解決） 

第８条 本業務が円滑に実施されるよう、業務の進捗状況や業務内容に関する

打合せを適宜実施し、十分な連絡調整を図るものとする。また、本業務の実

施に際して疑義が生じた場合は、甲乙協議するものとする。 

 

（業務計画） 

第９条 乙は、あらかじめ業務に必要な業務計画書を作成し、甲と協議しなけ

ればならない。 

 

（成果品の検査） 

第 10 条 乙は、本仕様書等に定められた業務を行い、成果品の検査に合格した

ときに業務は完了するものとするが、業務完了後において誤りを発見したと

きは、直ちにこれを訂正するものとし、これに対する経費は乙の負担とする。 

 

（乙の責務） 

第 11 条 乙は、当該業務を履行するにあたり、第５条の業務目的及び次の各号

に掲げる事を遵守するものとする。なお、調査にあたっては最新のデータを

活用し、必要に応じて複数年のデータを用いるものとする。 

（１）乙は、誠実を旨として業務にあたらなければならない。 

（２）乙は、本業務により知り得た事項について、非公開とするべきものに  

ついては、非公開を厳守し、また甲の承諾を得ないで他の目的に利用して

はならない。 

（３）本業務中に、地元住民や権利者等から業務に関して、異議があった場合、

速やかに甲と協議しなければならない。 

（４）乙は、業務のために必要な関係官庁の手続きとその他関係者に対して、

常に密な連絡を取ると共に十分な協議を行い、円滑な業務の進捗を期さな

ければならない。 

（５）乙は契約遂行に必要な関係資料の貸与を申し出ることができる。 
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第２章  業務内容 

 

（業務内容） 

第 12条 名護市地域公共交通計画で示した施策の実施について支援するものと

する。 

２ 実証実験支援業務に当たっては、道路運送法及び道路交通法等、関係法令

に留意するものとする。 

３ 令和４年度の業務内容は以下のとおりとする。 

 

【令和４年度】 

Ⅰ．名護市交通政策の支援業務 

１ 名護市公共交通計画施策推進の企画等支援 

令和３年度策定の「名護市地域公共交通計画」に示された施策のうち、 

令和４年度に取組が必要な企画等の実施 

〇市民のひろば、ＷＥＢの活用による周知強化 

〇シンポジウム、イベント等、啓発活動の実施 

〇（市街地）コミュニティバスの愛称募集 

〇名護市観光周遊バス創出事業（コミュニティバス購入）に係る仕様書 

作成 等 

※ 名護市地域公共交通計画（令和３年度策定）68ページ 

（基本目標③-3：公共交通の主要な乗継拠点の使いやすさを向上させる） 

は除く 

２ 指標の達成状況の評価と進捗管理 

名護市地域公共交通計画に示している各指標の把握について支援を行う。

また、計画内で示した施策については PDCA サイクルに基づき、計画全体の

マネジメントを支援する。 

３ 各種会議の運営支援 

交通政策の施策推進及び実証実験の実施に向けて「名護市地域公共交通協

議会」（３回程度）及びその他会議の運営を支援する。なお、各会議の開催

回数は増減する場合がある。各種会議の運営支援は、次の事項を具体的な業

務内容とする。 

（１） 会議資料の作成及び印刷 

（２） 会議の支援 

（３） 会議議事録の作成 

（４） 上記のほか、会議の運営に必要な事項 
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Ⅱ．実証実験の実施支援 

１ 実証実験の実施 

（１）バス停留所の設置並びに設置に係る関係者との事前調整及び申請作 

  業 

※ バス停留所の設置（既存 53、新規 53 ※ 増減の可能性あり）に 

ついては、安全性及び耐久性を考慮し、表示内容や設置位置は明瞭 

かつ分かりやすいものとする。 

（２）バスロケーションシステムの導入（バス４台） 

コミュニティバスの利便性を向上させるため、運行ルート、時刻表 

及びバスの現在地等がリアルタイムで確認できるバスロケーションシ 

ステムを導入する。 

（３）バス乗降客カウントセンサーの導入（バス４台） 

コミュニティバス利用者数を把握するため、バス乗降客カウントセン 

サーを導入する。 

  （４）コミュニティバスに係る車体シールの準備（バス４台） 

本業務において運行する車両であると外観で認識できるよう、マグネ

ット等により車体に貼付するシールを準備する。 

（５）その他支援業務に必要な設備等の準備 

２ 実証実験実施の広報 

実証実験を幅広く周知するため、広報に係るポスター・チラシ等及び電 

子媒体の作成及び広報活動の支援を行う。 

※ （想定部数） チラシ 20,000 部、ポスター200 部 

３ 実証実験の効果及び課題の把握 

実証実験の効果及び課題を把握するため、地域住民及び利用者を対象と 

したアンケート調査及びヒアリング調査等を実施する。また、路線バスへ 

の影響度についても調査を実施する。 

４ 収支計画の作成 

  実証実験の利用実績を基に、本格運行時の収支についての計画を作成す 

る。 

５ 業務報告書作成 

実証実験の実績及び課題をとりまとめ、交通政策に反映させる事項を整 

理した業務報告書を作成する。 

 

（留意事項） 

第 13 条 本業務の実施に当たっては、受注者のこれまでの経験に基づく知識や

組織力を十分に活用し、全国の情報や事例を広く収集し、実現性の高い具体

的な施策を提案する。また、乙は第 12 条に記載した各業務内容を適切かつ円

滑に実施するために、基本計画の各施策の展開及び見直しに向けた協議・調

整を始め、関係各課や関係機関、地元と十分な協議・調整等を行うものとす

る。 
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２ 乙は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、本業務の休止又は中止等

の可能性が生じた場合、甲と協議調整等を行うものとする。 

 

第３章 成果品 

 

（納入成果品） 

第14条 本業務において提出する成果品は、以下のとおりとする。 

（１）業務報告書・参考資料 一式：20部 

（２）上記成果物に係る電子媒体（ＰＤＦ及びＷｏｒｄ形式） 

（３）打合せ記録簿 

（４）上記ドキュメントを保存したＣＤ又はＤＶＤ 

（５）その他甲が指示する資料等 

 

（納品方法）  

第 15 条 契約期間内に、第 14 条納入成果品に定める成果品を提出すること。 

 

第４章 その他 

 

（その他留意事項） 

第 16 条 第 1 章から第 3 章に定めるもののほか、以下の各号に定める内容に留

意し、円滑に本業務を行うこと。 

（１）本業務の遂行にあたり、乙は業務上知り得た事項を第三者に漏洩しない

よう十分注意すること。 

（２）当委託業務に係る全ての成果物の著作権（著作権法第 27 条、第 28 条に

規定する権利を含む）は、甲に帰属するものとする。 

受託者は、当業務の実施のために必要な、乙が従前より有する著作権、あ

るいは第三者の著作権については、当該著作権の利用に当たり、支障のない

よう書面により確認しなければならない。特に書面で報告が無い場合は、受

託者は問題がないことと認識し、以後何らかの問題が発生した場合は受託者

の責任により対処すること。 

（３）本仕様書に記載されていない事項が発生した場合、又は、本仕様書の記

載事項に疑義が生じた場合は、乙は甲と協議すること。 


